























の飛躍的な進歩を背景に、平成13年4月 の文部科学省・厚生労働省・経済産業省の共同で 「ヒ トゲノム・遺伝子
解析研究に関する倫理指針」が告示されたのをはじめとして、平成14年3月 の厚生労働省 ・文部科学省共同












代となったのである。それゆえ保健学倫理小委員会においては常 に多数の研究が審議 されてお り、審議に携
わる委員側にかかる負担は過大なものである。一方、研究者側にかかる申請書類整備等、さらに事務的な作
業負担 も相当量にのぼる。さらにその審議にかな りの長い時間を要し、当初の予想よ り研究開始時期が遅延
することもあるため、審議の内容の質を維持しつつ迅速化が望まれるところである。いずれにしても、研究
対象者の具体的情報を取 り扱う看護学研究に携わる我々には、倫理的問題の重要性を十分に認識 し、研究実
施の重要な必要条件として、倫理指針に沿って研究 を計画 ・実行 していくことが強く求められてお り、我々
はその求めに応じていかねばな らない。
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